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「兵庫・憲法県政の会」検索！ 【部内資料】 

 

県
民
の
暮
ら
し
が
い
っ
そ
う
厳
し
く
な
り
、
「
子
ど
も
の
貧
困
」

が
社
会
問
題
に
な
る
中
、
兵
庫
県
に
は
、
県
民
の
命
と
暮
ら
し
を
守

る
政
治
が
強
く
求
め
ら
れ
ま
す
。 

 

県
は
そ
の
役
割
を
発
揮
し
て
い
る
の
か
―
15
年
目
を
迎
え
た
井
戸

県
政
の
政
治
姿
勢
を
２
０
１
６
年
度
予
算
か
ら
見
て
み
ま
す
。 

 

な
り
ま
し
た
。 

 

ま
た
、
市
町
ス
ク
ー
ル
ワ
ー
カ
ー
の
配

置
支
援
や
、
特
養
ホ
ー
ム
の
補
助
単
価
と

対
象
を
拡
大
し
ま
し
た
。
そ
の
他
、
イ
ノ

シ
シ
生
活
被
害
防
止
対
策
、
神
戸
電
鉄
粟

生
線
の
活
性
化
支
援
な
ど
も
変
化
が
見
ら

れ
ま
し
た
。 

■
中
小
企
業
振
興
条
例
の
そ
の
後 

 

昨
年
、
議
員
提
案
で
実
現
し
た
中
小
企

業
振
興
条
例
。
今
年
度
の
県
予
算
に
ど
の

よ
う
な
内
容
が
盛
り
込
ま
れ
る
か
注
目
さ

れ
ま
し
た
。 

 

県
は
制
度
融
資
の
枠
３
０
０
０
億
円
に

５
０
０
億
円
を
上
乗
せ
し
ま
し
た
が
、
そ

の
他
の
施
策
は
、
従
来
の
枠
を
で
な
い
も

の
で
、
大
企
業
に
多
く
が
使
わ
れ
て
い
る

企
業
立
地
補
助
金
も
手
つ
か
ず
で
す
。

「
県
政
の
会
」
幹
事
団
体
で
も
あ
る
日
本

共
産
党
県
議
団
は
、
小
規
模
事
業
者
を
含

め
た
悉
皆
（
し
っ
か
い
）
調
査
を
市
町
と

協
力
し
て
す
す
め
る
よ
う
提
案
し
ま
し
た

が
、
井
戸
知
事
は
「
時
間
と
コ
ス
ト
が
か

か
る
。
必
要
に
応
じ
弾
力
的
に
実
施
で
き

る
サ
ン
プ
ル
調
査
で
」
と
消
極
的
で
す
。 

 

今
後
、
県
民
と
業
者
の
運
動
で
、
条
例

を
全
面
的
に
生
か
す
よ
う
な
県
計
画
や
施

策
を
つ
く
っ
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。 

■
赤
字
の
但
馬
空
港
に
新
し
い
飛
行

機
の
ム
ダ 

 

一
方
で
、
不
採
算
の
赤
字
空
港
で
あ
る

県
営
の
但
馬
空
港
に
は
、
今
年
、
日
本
エ

ア
コ
ミ
ュ
ー
タ
ー
（
株
）
の
機
材
更
新

で
、
２
７
億
円
も
す
る
新
型
機
を
購
入
。

但
馬
路
線
は
、
兵
庫
県
が
企
業
に
無
償
貸

の
り(

憲)

の
り(

法)

コ
ラ
ム 

 

労
働
相
談
に
関
わ
っ
て
８

年
。
こ
れ
は
つ
い
最
近
の
こ
と

で
す
。
３
月
８
日
に
面
接
、

10
日
に
社
内
見
学
、
11
日
に

採
用
通
知
を
受
け
、
15
日
か

ら
出
社
。
先
輩
に
つ
い
て
回
り

仕
事
開
始
。
し
か
し
３
日
目
の

17

日
に
解
雇
。
そ
し
て
「
君

は
こ
の
仕
事
に
向
い
て
い
な

い
。
即
戦
力
が
欲
し
か
っ
た
。

今
日
で
終
わ
り
」
と
言
わ
れ
、

３
日
間
の
「
賃
金
」
を
入
れ
た

封
筒
を
渡
さ
れ
た
そ
う
で
す
。

▼
「
世
界
で
一
番
企
業
が
活
躍

で
き
る
社
会
」
の
た
め
の
「
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
と
い
う
経
済
政

策
。
し
か
し
、
こ
の
安
倍
首
相

が
唯
一
自
慢
？
で
き
る
政
策
は

既
に
破
綻
し
て
い
ま
す
。
企
業

が
儲
か
れ
ば
そ
の
利
益
の
一
部

（
お
こ
ぼ
れ
）
が
労
働
者
・
中

小
企
業
に
ま
わ
る
（
ト
リ
ク
ル
ダ
ウ

ン
）
と
３
年
余
辛
抱
強
く
待
っ
て
い

た
方
も
結
構
お
ら
れ
ま
す
が
・
・
・

ま
わ
っ
て
き
た
の
は
「
劇
薬
」
で
し

た
。
▼
労
働
者
派
遣
法
改
悪
→
非
正

規
雇
用
の
増
大
（
正
社
員
23
万
人

減
、
非
正
規
雇
用
１
７
２
万
人
増
）

→
実
質
賃
金
の
低
下
（
前
年
比 

13
年
△
１
・
４
％
、
14
年
△
３
・

４
％
、

15

年
△
０
・
６
％
）
。
そ

し
て
、
特
定
秘
密
保
護
法
→
集
団
的

自
衛
権
行
使
容
認
→
戦
争
法
の
強

行
。
▼
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
の
効
果

を
期
待
し
た
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん

が
、
や
は
り
闘
い
な
く
し
て
要
求
実

現
は
あ
り
ま
せ
ん
。
冒
頭
の
労
働
者

も
団
体
交
渉
を
持
ち
「
解
雇
撤
回
」

の
闘
い
を
決
意
し
て
い
ま
す
。
「
ア

ベ
政
治
を
許
さ
な
い
」
と
い
う
想
い

を
参
院
選
の
勝
利
で
実
現
し
た
い
も

の
で
す
。
（
Ｓ
） 

与
を
つ
づ
け
ま
す
。 

■
予
算
規
模
と
特
徴
は
？ 

【
６
年
ぶ
り
に
増
加
】 

 

兵
庫
県
の
16
年
度
予
算
は
、
一
般

会
計
で
１
兆
９
４
９
５
億
円
（
前
年
比

１
・
４
％
増
）
。
歳
入
面
で
は
、
県
税

等
を
過
去
最
高
の
８
１
１
９
億
円
と
見

込
み
、
県
債
（
借
金
）
は
１
１
１
０
億

円
と
前
年
比
１
３
％
減
と
な
っ
て
い
ま

す
。
５
年
連
続
で
縮
小
し
て
い
た
一
般

会
計
の
規
模
は
、
中
小
企
業
制
度
融
資

の
増
な
ど
も
あ
り
、
増
加
に
転
じ
て
い

ま
す
。 

【
社
会
保
障
は
ほ
と
ん
ど
伸
び
ず
】 

 

社
会
保
障
関
係
は
、
安
倍
政
権
の
自

然
増
分
の
大
幅
な
圧
縮
方
針
の
も
と

で
、
１
・
８
％
の
伸
び
に
抑
え
ら
れ
、

「
県
第
三
次
行
革
プ
ラ
ン
」
で
削
ら
れ

た
福
祉
は
そ
の
ま
ま
で
す
。 

【
「
地
域
創
生
」
に
も
目
玉
な
し
】 

 

井
戸
知
事
は
、
「
地
域
創
生
元
年
」

と
意
気
込
み
ま
す
が
、
「
ト
ラ
イ
や

る
・
ウ
ィ
ー
ク
」
な
ど
従
来
の
事
業
の

財
源
振
り
替
え
で
、
「
違
い
が
見
え
に

く
い
」
「
目
玉
施
策
に
欠
け
る
」
と
報

道
さ
れ
て
い
ま
す
。 

We shall overcome Ａｎｄ Give Peace a Chance             

■
県
民
の
声
に
押
さ
れ
て 

 

「
保
育
園
落
ち
た
の
私
だ
」
―
全
国
で

広
が
る
声
や
、
関
係
者
の
努
力
が
、
国
や

地
方
を
動
か
し
始
め
て
い
ま
す
。 

 
兵
庫
県
は
、
国
の
第
３
子
保
育
料
が
軽

減
さ
れ
る
の
に
あ
わ
せ
、
独
自
に
第
２
子

の
保
育
料
軽
減
（
２
・
１
億
円
）
を
発
表

し
ま
し
た
。
さ
ら
な
る
軽
減
や
、
待
機
児

童
対
策
に
不
可
欠
な
保
育
士
の
確
保
と
給

与
等
の
改
善
が
必
要
で
す
。 

 

ま
た
、
以
前
「
県
行
革
」
の
対
象
と
な

り
、
県
予
算
が
減
額
さ
れ
た
私
立
高
校
の

授
業
料
へ
の
支
援
で
、
国
制
度
に
上
乗
せ

す
る
兵
庫
県
分
を
増
や
し
、
負
担
が
軽
く

消費税あげないでの願いに逆行する知事 
 「３．１３兵庫県実行委員会」の要請への

知事回答（要約）は次のとおりです。 

（要請）県民の暮らしと県の財政再建を阻害

する消費税率10％への増税に反対を表明して

ください。 

（回答）社会保障の安定財源の確保と財政の

健全化を同時に達成することを目指す観点か

ら、消費税率の引上げは不可欠なもの。国に

対し、平成29年４月に消費税率を10％に引き

上げられる環境を整えるよう求めています。 

渦巻く要求を掲げて 

第８７回兵庫県中央メーデー 



 

 

 「変えよう！兵庫県政」 第２３号 ２０１６年５月１０日（２） 

 「憲法が輝く兵庫県政をつくる会」は、昨年秋から２

６回に渡って「兵庫民報」紙に、「憲法が輝く兵庫県政

へ」と題する連載を行ってきました。 

 あらためて読み返してみて、いろいろな発見がありま

したが、特に印象に残ったのは、農民連の田中さんが書

かれた次の文章です。「７０年前、新しい憲法ととも

に、すばらしい未来像を持っていたはずだ。もう一度、

日本社会に望ましい未来像を思い出し、今度はシッカリ

持たなくてはならない」。 

憲法が輝く兵庫なのか、憲法を投げ捨てる兵庫なの

か。兵庫の県政とこの県にくらす県民の生活全体が、い

ま大きな分岐点に立たされています。 

軍国の独裁政治に国民が支配された戦前社会への深い

反省から、戦後の日本は「国家が主人公」から「国民が

主人公」（主権在民）への政治制度の根本的な転換を行

いました。そして国には国民生活を支える責任があると

の理念から、国が国民の最低限のくらしを守る（憲法２

５条）、教育を受ける権利を守る（２６条）、はたらく

者の労働条件とたたかう権利を守ること（２７・２８

条）を憲法に書き込みました。 

憲法が定めた基本的人権の中でも、これらは特に社会

権と呼ばれ、国民がもつ自由権（それを国家が保障す

る）と区別されます。国民は自由の権利だけでなく、人

間らしい生活と教育と労働の保障を国に求める権利を持

つということです。 

地方政治は本来、地方の実情にそって、こうした権利

を守ることを仕事の中心とするものです。その地方の平

和と安全を守り、赤ちゃんからお年寄りまですべての人

の暮らしを支える。そのために必要な医療や社会保障を

充実させる。あらゆる教育現場を支援し、子どもから大

人まで教育を受ける権利を拡充する。労働者、農家、中

小業者、アルバイト学生など「はたらく人／はたらきた

いすべての人」に、仕事を提供し、人間らしい労働条件

を保障する。これが地方政治の仕事の核心です。 

したがって、今日の安倍政権のように、国が憲法の精

神から逸脱した誤った政治を行う時には、地方政治はそ

れに従属することなく、県民のくらしと権利を守る分厚

い壁とならねばなりません。いわゆる「悪政の防波堤」

になるということです。 

しかし、この連載がすでに具体的に示してきたよう

に、兵庫県政の実態は、これにまったく反しています。

憲法を投げ捨てようとする自公政権の動きになんら抵抗

することなく、それどころか追従し、時にはこれを先取

りまでして、県民の生活と安全を圧迫しています。こう

した政治はなんとしても止めさせなければなりません。 

いま全国に「立憲主義を取り戻せ」という声がとどろ

いています。憲法の平和主義を焦点に「憲法どおりの政

治」を国に求める動きです。私たちはこの取り組みをさ

らに力強く育てる努力に合流しながら、あわせて「立

憲」の内容を憲法の全面的な実施に広げ、「憲法どおり

の政治」を国とともに兵庫県政に、県下のあらゆる自治

体につくっていきたいと思っています。「憲法が輝く日

本と兵庫県政」をつくるため、目前の国政選挙にしっか

り結果を出しながら、あわせて２０１７年の兵庫県知事

選挙に向けて、本気で準備を進めていきましょう。 

憲法が輝く兵庫県政に向けて             

【活動案内】 

○戦争法廃止宣伝 

 ５月１８日(水)午後５時３０分 

 神戸元町大丸前 

代表幹事・石川康宏（神戸女学院大学教授） 

*     *     *     * 
「憲法が輝く兵庫県政へ」の連載は、「兵庫民報ｗｅｂ版」

で見ることができます 

○１０月「憲法どおりの政治を求

めるシンポジウム」（仮称） 

○｢憲法が輝く兵庫県政を」集会 

 ２０１７年４月２１日（金） 

 １９時 神戸文化大ホール 

兵庫県民の暮らしは全国何番目？ 
兵庫県は、全国９番目の財政力指数（地方公共団体の財政力を示す指

標）ですが、働く人の収入は低く、社会保障、教育、文化、防災などの環

境は全国でも遅れたものとなっています。長年にわたり、県政が県民では

なく、大企業の方に向いていたためです。 
 

財政力指数（県財政）→９位 
  
勤労者世帯の実収入→４５位  

老人福祉費    →３９位（６５歳以上一人あたり、県・市町合計） 

介護老人福祉施設数→４０位（６５歳以上人口あたり）  

児童福祉費    →３６位（１７歳以下一人あたり、県・市町合計）  

保育所数     →３９位（０歳～５歳人口あたり）  

教育費      →３８位（一人あたり、県・町合計）  

高校数      →３５位（１５～１７歳人口あたり、多い方から３５番目） 

「教員一人あたりの児童・生徒数」 

 小学校児童数  →３７位（少ない方から３７番目） 

 中学校生徒数  →３９位（少ない方から３９番目） 

 高校生徒数   →３６位（少ない方から３６番目） 

図書館数     →４３位（人口１００万人あたり）  

一般病院数    →２７位（人口１０万人あたり） 

救急自動車数   →４１位  

保健師数     →４３位  

消防吏員数    →４５位  
 

＊総務省「統計でみる都道府県の姿 ２０１６」から作成    

    

３月２２日神戸元町大丸前 


